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【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

科　　　　　目

資産の部

Ⅰ　固定資産

１　有形固定資産

土地 605,600,000

建物 7,638,912,001

建物減価償却累計額 ▲ 4,114,476,943 3,524,435,058

構築物 17,797,000

構築物減価償却累計額 ▲ 11,415,425 6,381,575

工具器具備品 3,955,899,526

工具器具備品減価償却累計額 ▲ 3,196,875,228 759,024,298

車両運搬具 41,182,000

車両運搬具減価償却累計額 ▲ 37,643,826 3,538,174

有形固定資産合計 4,898,979,105

２　無形固定資産

ソフトウェア 3,485,000

電話加入権 76,500

無形固定資産合計 3,561,500

３　投資その他の資産

投資有価証券 1,500,000,000

長期貸付金 41,550,300

貸倒引当金（長期貸付金） ▲ 23,378,667 18,171,633

基金 9,631,966

長期前払消費税等 173,586,758

その他投資資産 639,870

投資その他の資産合計 1,702,030,227

固定資産合計 6,604,570,832

Ⅱ　流動資産

現金及び預金 1,885,113,754

医業未収金 1,230,473,680

貸倒引当金 ▲ 9,580,253 1,220,893,427

未収入金 26,644,750

診療材料 583,570

貯蔵品 295,000

前払費用 2,169,236

立替金 180,000

その他流動資産 4,385,300

流動資産合計 3,140,265,037

資産合計 9,744,835,869

金　　　　　額

貸　借　対　照　表
（令和7年3月31日）
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【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

科　　　　　目

負債の部

Ⅰ　固定負債

資産見返負債（注）

資産見返運営費負担金 280,667,645

資産見返補助金等 17,112,086

資産見返物品受贈額 1,479,903 299,259,634

長期寄付金債務（注） 9,625,375

長期借入金 313,892,792

引当金

退職給付引当金 2,643,891,166 2,643,891,166

リース債務 4,479,090

固定負債合計 3,271,148,057

Ⅱ　流動負債

一年以内返済予定長期借入金 168,072,776

リース債務 2,559,480

未払金 701,988,379

未払消費税等 2,213,300

預り金 46,190,490

引当金

賞与引当金 138,779,271 138,779,271

流動負債合計 1,059,803,696

負債合計 4,330,951,753

純資産の部

Ⅰ　資本金

設立団体出資金 100,000,000

資本金合計 100,000,000

Ⅱ　資本剰余金

資本剰余金 2,987,925,674

資本剰余金合計 2,987,925,674

Ⅲ　利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金（注） 1,876,124,768

積立金 820,237,125

当期未処理損失 ▲ 370,403,451

（うち当期総損失） (▲370,403,451)

利益剰余金合計 2,325,958,442

純資産合計 5,413,884,116

負債純資産合計 9,744,835,869

　（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

貸　借　対　照　表
（令和7年3月31日）

金　　　　　額
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【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

科　　　　　目

営業収益

医業収益

入院収益 5,166,268,836

外来収益 1,947,721,664

その他医業収益 149,093,181

保険等査定減                        ▲ 28,484,687 7,234,598,994

運営費負担金収益（注）                      362,707,498

補助金等収益（注）                          23,732,000

寄付金収益（注） 10,000

資産見返運営費負担金戻入（注）                19,079,955

資産見返補助金等戻入（注）                3,643,707

資産見返物品受増額戻入 （注）                       563,170

雑益                1,830,300

営業収益合計 7,646,165,624

営業費用                                

医業費用                              

給与費                              3,814,506,372

材料費                              1,682,298,166

経費                                1,698,404,914

減価償却費                          609,043,696

研究研修費                          23,922,210 7,828,175,358

一般管理費                            

給与費                              181,515,791

経費                                10,860,116

減価償却費                          5,671,815 198,047,722

営業費用合計                            8,026,223,080

営業損失 ▲ 380,057,456

営業外収益                              

運営費負担金収益（注）                      3,641,103

患者外給食収益                      570,726

財務収益                              

受取利息 12,907,607 12,907,607

営業外雑収益 41,114,512

営業外収益合計                         58,233,948

営業外費用                              

財務費用                              

移行前地方債利息                  4,842,245

長期借入金利息                  1,423,676 6,265,921

患者外給食材料費 347,578

貸倒引当金繰入額 8,972,000

資産取得に係る控除対象外消費税等償却 37,518,627

雑支出 2,570

営業外費用合計                         53,106,696

経常損失 ▲ 374,930,204

臨時利益                                

過年度損益修正益 5,263,980

その他臨時利益 611,000 5,874,980

臨時損失                                

固定資産除却損 140,571

過年度損益修正損 1,196,656

その他臨時損失                        11,000 1,348,227

当期純損失 ▲ 370,403,451

当期総損失 ▲ 370,403,451

（注）これらは、地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目です。

損　益　計　算　書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　　額
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(単位：円)

うち当期総利益
（又は当期総損

失）

当期首残高 100,000,000 100,000,000 2,987,925,674 2,987,925,674 1,876,124,768 647,032,832 173,204,293 ― 2,696,361,893 5,784,287,567

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）の当期変動額

（１）利益の処分又は損失の処理　

前中期目標期間からの繰越し

利益処分に係る積立 173,204,293 ▲ 173,204,293 ― ―

利益処分（又は損失処理）による取り崩し

（２）その他　

当期純利益（又は当期純損失） ▲ 370,403,451 ▲ 370,403,451 ▲ 370,403,451 ▲ 370,403,451

当期変動額合計 ― ― ― ― ― 173,204,293 ▲ 543,607,744 ▲ 370,403,451 ▲ 370,403,451 ▲ 370,403,451

当期末残高 100,000,000 100,000,000 2,987,925,674 2,987,925,674 1,876,124,768 820,237,125 ▲ 370,403,451 ▲ 370,403,451 2,325,958,442 5,413,884,116

当期未処分利益（又は
当期未処分損失）

利益剰余金（又は
繰越欠損金）

合計
資本金合計 資本剰余金 資本剰余金合計

前中期目標期間
繰越積立金

積立金

純　資　産　変　動　計　算　書

（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金（又は繰越欠損金）

純資産
合計設立団体出資

金
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【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

材料の購入による支出 ▲ 1,835,697,512

人件費支出 ▲ 3,895,496,275

その他の業務支出 ▲ 1,573,437,656

医業収入 7,370,127,342

運営費負担金収入 346,115,055

補助金等収入 23,907,000

寄付金収入 400,000

その他の収入 53,697,804

小計 489,615,758

利息の受取額 12,907,607

利息の支払額 ▲ 6,265,921

業務活動によるキャッシュ・フロー 496,257,444

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 1,000,000,000

定期預金の預入による支出 ▲ 1,500,000,000

有形固定資産の取得による支出 ▲ 221,057,518

補助金等収入 7,120,000

投資活動によるキャッシュ・フロー ▲ 713,937,518

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 37,900,000

長期借入金の返済による支出 ▲ 184,214,896

移行前地方債償還債務の償還による支出 ▲ 208,268,588

リース債務の返済による支出 ▲ 2,559,480

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲ 357,142,964

Ⅳ　資金増加額(▲は資金減少額) ▲ 574,823,038

Ⅴ　資金期首残高 1,959,936,792

Ⅵ　資金期末残高 1,385,113,754

キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

科　　　　　目

Ⅰ　当期未処理損失 370,403,451

当期総損失 370,403,451

Ⅱ　損失処理額

積立金取崩額 370,403,451 370,403,451

Ⅲ　次期繰越欠損金 －

損失の処理に関する書類
（令和7年6月20日）

金　　　額

8



【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

科　　　　　目

Ⅰ　損益計算書上の費用

医業費用 7,828,175,358

一般管理費 198,047,722

営業外費用 53,106,696

臨時損失 1,348,227

損益計算書上の費用合計 8,080,678,003

Ⅱ　行政コスト 8,080,678,003

行政コスト計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）

金　　　額
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注記事項 

 

 当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準注解」

（令和４年８月３１日改訂）並びに「『地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人会計基準

注解』に関するＱ＆Ａ【公営企業型版】」（令和６年３月改訂）（以下「地方独立行政法人会計基準

等」という。）のうち、収益認識に係る改訂内容を適用して、財務諸表等を作成しております。 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１． 運営費負担金収益の計上基準 

期間進行基準を採用しております。 

ただし、移行前地方債元金利息償還金、長期借入金元金利息償還金及び高度医療に要

する経費に係る収益については、費用進行基準を採用しております。 

 

２． 減価償却の会計処理方法 

（１）有形固定資産 

    定額法を採用しております。 

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。 

建 物  ５～３９年 

構 築 物  １０年 

工 具 器 具 備 品   ２～１０年 

車 両 運 搬 具  ２～７年 

（２）無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５

年）に基づいて償却しております。 

（３）リース資産 

      リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法によっております。 

 

３．賞与引当金の計上基準 

 役職員の賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち、当事業年度に負担すべき

金額を計上しております。 

 

４．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

 職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき

計上しております。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については期間定額基準によっております。 

過去勤務費用は、その発生時の職員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）

による定額法により費用処理しております。 
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数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（１０年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費

用処理することとしております。 

 

５．貸倒引当金の計上基準 

     債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 

６．有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

     償却原価法（利息法） 

 

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）診療材料  最終仕入原価法に基づく低価法 

（２）貯蔵品   最終仕入原価法 

 

８．リース取引の会計処理 

リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   

  ９．収益及び費用の計上基準 

    病院の診療に係る収益 

     病院の診療に係る収益は、主に健康保険組合等の保険者又は患者から支出された医療

費（診療費）であり、当法人は患者に対して診療行為等のサービス等を引き渡す義務を

負っております。当該履行義務は、診療行為等のサービス等を実施した一時点において

充足されると判断し、収益を認識しております。 

 

１０．消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

      なお、固定資産に係る控除対象外消費税等は長期前払消費税等に計上し、資産購入

費関係については５年間、建設改良費関係については残存耐用年数等に応じて２０年

以内で均等償却しております。 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

  当該事項はありません。 
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Ⅲ 損益計算書関係 

  当該事項はありません。 

 

Ⅳ キャッシュ・フロー計算書関係 

１． 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 現金及び預金                 1,885,113,754 円 

 うち定期預金（控除）              ▲500,000,000 円 

 資金期末残高                 1,385,113,754 円 

 

２． 重要な非資金取引 

     当該事項はありません。 

 

Ⅴ 行政コスト計算書関係 

  １．地方独立行政法人の運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト 

     行政コスト                 8,080,678,003 円 

     自己収入等                ▲7,296,907,119 円 

     機会費用                    1,498,145 円 

     地方独立行政法人の運営に関して 

     住民の負担に帰せられるコスト         785,269,029 円 

     （内数）減価償却充当補助金           23,286,832 円 

 

  ２．機会費用の計上方法 

       大牟田市出資等の機会費用の計算に使用した利率については、１０年利付国債の 

    令和７年３月末における利回りを参考に１．４９７％で計算しております。 

 

Ⅵ 退職給付関係 

  １．採用している退職給付制度の概要 

当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しており

ます。当該制度では、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。 

 

  ２．確定給付制度 

（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務        2,368,543,273 円 

勤務費用   162,116,009 円 

利息費用    14,211,260 円 

数理計算上の差異の当期発生額    21,330,500 円 

退職給付の支払額        ▲181,529,139 円 

期末における退職給付債務        2,384,671,903 円 
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（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

非積立型制度の未積立退職給付債務    2,384,671,903 円 

未認識数理計算上の差異           50,711,448 円 

未認識過去勤務費用 208,507,815 円 

退職給付引当金 2,643,891,166 円 

 

（３）退職給付に関連する損益 

勤務費用 162,116,009 円 

利息費用 14,211,260 円 

数理計算上の差異の当期の費用処理額  14,762,537 円 

過去勤務費用の当期の費用処理額 ▲41,701,563 円 

合計 149,388,243 円 

 

      （４）数理計算上の計算基礎に関する事項 

       期末における主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表している。） 

        割引率   ０．６％ 

 

Ⅶ 金融商品の状況に関する事項 

  １．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保証債等に

限定し、設立団体からの長期借入により資金を調達しております。 

未収債権等に係る顧客の信用リスクは、会計規程等に沿ってリスク低減を図っており

ます。また、投資有価証券は、地方独立行政法人法第４３条の規定等に基づき、地方債、

政府保証債のみを保有しており株式等は保有しておりません。 

借入金の使途は設備投資資金（長期）であり、設立団体の長により認可された資金計

画に従って、資金調達を行っております。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金、未払金は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価格に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 投資有価証券 

(2) 長期借入金 

1,500,000,000  

 (481,965,568) 

1,259,594,000  

(476,787,212) 

▲240,406,000 

（▲5,178,356） 

※負債に計上されているものについては( )で示しております。 

     （注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 

       金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応

じて、以下の三つのレベルに分類しております。 
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       レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）相場

価格により算定した時価 

       レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なイン

プットを用いて算定した時価 

       レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 

 

       時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。 

   投資有価証券 

     地方債及び政府保証債は取引先金融機関から提示された価格を用いて評価しておりま

す。これらは市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないた

め、レベル２の時価に分類しております。 

   長期借入金 

    長期借入金の時価は、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味し

た利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。 

    なお、長期借入金には、１年以内返済予定の金額を含めて記載しております。 

 

Ⅷ 収益認識に関する注記 

   当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第８４における収益に重要性が乏しいた

め、注記を省略しております。 

  （１）収益の分解情報 

当法人は医療の提供及び医療に関する調査及び研究並びに医療に関する従事者の

研修等の事業を実施しており、基準第８４を適用する取引に係る主なサービス等の種

類と収益の額は、医業収益 7,234,598,994 円であります。 

  （２）収益を理解するための基礎となる情報 

      「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載

のとおりであります。 

 

Ⅸ 重要な債務負担行為 

当事業年度に契約を締結し、翌事業年度以降に支払いが発生する重要なものは、以下のと

おりです。 

契約内容 
契約金額 

（税込） 

翌事業年度以降の支払金額 

（税込） 

(1) 磁気共鳴画像撮影装置等購入契約 

(2) 医療情報システム等購入契約 

273,900,000 円 

933,900,000 円 

273,900,000 円 

933,900,000 円 

 

Ⅹ 重要な後発事象 

  当該事項はありません。 
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財 務 諸 表 

（ 附 属 明 細 書 ） 

 

 

 

 

 

 

自 令和６年４月 １日 

至 令和７年３月３１日 
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附　属　明　細　書

（単位：円）

当期償却額 当期減損額 当期減損相当額

建物 7,590,922,001 47,990,000 － 7,638,912,001 4,114,476,943 317,218,916 － － － 3,524,435,058
構築物 17,797,000 － － 17,797,000 11,415,425 1,779,700 － － － 6,381,575
工具器具備品 3,913,102,343 135,663,380 92,866,197 3,955,899,526 3,196,875,228 293,135,525 － － － 759,024,298
車両運搬具 41,182,000 － － 41,182,000 37,643,826 1,561,370 － － － 3,538,174

計 11,563,003,344 183,653,380 92,866,197 11,653,790,527 7,360,411,422 613,695,511 － － － 4,293,379,105
土地 605,600,000 － － 605,600,000 － － － － － 605,600,000

計 605,600,000 － － 605,600,000 － － － － － 605,600,000
土地 605,600,000 － － 605,600,000 － － － － － 605,600,000
建物 7,590,922,001 47,990,000 － 7,638,912,001 4,114,476,943 317,218,916 － － － 3,524,435,058
構築物 17,797,000 － － 17,797,000 11,415,425 1,779,700 － － － 6,381,575
工具器具備品 3,913,102,343 135,663,380 92,866,197 3,955,899,526 3,196,875,228 293,135,525 － － － 759,024,298 （注）
車両運搬具 41,182,000 － － 41,182,000 37,643,826 1,561,370 － － － 3,538,174

計 12,168,603,344 183,653,380 92,866,197 12,259,390,527 7,360,411,422 613,695,511 － － － 4,898,979,105
ソフトウエア 5,100,000 － － 5,100,000 1,615,000 1,020,000 － － － 3,485,000
電話加入権 102,000 － － 102,000 － － 25,500 － － 76,500

計 5,202,000 － － 5,202,000 1,615,000 1,020,000 25,500 － － 3,561,500
投資有価証券 1,500,000,000 － － 1,500,000,000 － － － － － 1,500,000,000
長期貸付金 40,460,000 3,990,300 2,900,000 41,550,300 － － － － － 41,550,300
基金 9,236,843 405,123 10,000 9,631,966 － － － － － 9,631,966
長期前払消費税等 398,098,684 18,365,338 － 416,464,022 242,877,264 37,518,627 － － － 173,586,758
その他 872,550 － 232,680 639,870 － － － － － 639,870

計 1,948,668,077 22,760,761 3,142,680 1,968,286,158 242,877,264 37,518,627 － － － 1,725,408,894
上記各資産のうち、同一資産で貸借対照表における総資産額の１％を超える増減があったものは、以下の要因による変動となっております。
　（注）今年度予算分の医療機器等の購入であります。

（１） 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第85 特定の資産に係る費用相当額の会計処理」及び「第88 特定施設である有形固定資産の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。） 並び
に減損損失の明細

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘要

有形固定資産
（減価償却費）

非償却資産

有形固定資産合計

無形固定資産

投資その他の資産
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（２）棚卸資産の明細

（単位：円）

当期購入・製造・振替 その他 払出・振替 その他

診療材料 669,220 - - 85,650 - 583,570

貯蔵品 230,000 - 105,000 40,000 - 295,000 （注）

計 899,220 - 105,000 125,650 - 878,570

（注）　当期増加額のその他は譲渡によるものです。

摘要種類 期首残高
当期増加額 当期減少額

期末残高
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（３）有価証券の明細
①投資その他の資産として計上された有価証券

（単位：円）

種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表計上

額
当期費用に含まれ

た評価差額
摘要

名古屋市平成29年度第20回20年公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

広島県平成29年度第1回20年公募公債 200,000,000 200,000,000 200,000,000 －

福岡県平成29年度第1回20年公募公債 200,000,000 200,000,000 200,000,000 －

新潟県平成30年度第1回公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

福岡県平成30年度第1回20年公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

広島市平成30年度第2回公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

愛知県令和4年度第4回公募公債 300,000,000 300,000,000 300,000,000 －

広島県令和4年度第1回公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

埼玉県令和4年度第30回20年公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

名古屋市第28回20年公募公債 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

政保第466回日本高速道路保有・債務返済機構債券 100,000,000 100,000,000 100,000,000 －

計 1,500,000,000 1,500,000,000 1,500,000,000 －

貸借対照表計上額 1,500,000,000 1,500,000,000 1,500,000,000 －

満期保有目的の債
券
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（４）長期貸付金の明細

（単位：円）

回収額(注１) 償却額(注２)

医学生奨学金貸付金 28,200,000 - 600,000 - 27,600,000

専門看護師資格取得貸付金 1,710,000 - - - 1,710,000

認定看護師資格取得貸付金 5,350,000 2,490,300 - - 7,840,300

薬学生奨学金貸付金 5,200,000 1,500,000 - 2,300,000 4,400,000

計 40,460,000 3,990,300 600,000 2,300,000 41,550,300

　（注１）　当期減少額のうち「回収額」は、返還事由該当に伴う返還額です。

　（注２）　当期減少額のうち「償却額」は、返還免除の規程による返還免除額です。

摘要種類 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
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（５）長期借入金の明細

（単位：円）

区分 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 平均利率 返済期限 摘要

令和元年度建設改良資金借入金 24,001,440 － 24,001,440 － 0.003% 令和7年3月20日

令和３年度建設改良資金借入金 300,279,024 － 99,999,865 200,279,159 0.093% 令和9年3月25日

令和５年度建設改良資金借入金 304,000,000 － 60,213,591 243,786,409 0.484% 令和11年3月26日

令和６年度建設改良資金借入金 － 37,900,000 － 37,900,000 0.700% 令和12年3月25日

計 628,280,464 37,900,000 184,214,896 481,965,568
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（６）移行前地方債償還債務の明細

（単位：円）

銘柄 期首残高 当期増加 当期減少 期末残高 利率 償還期限 摘要

資金運用部資金第０６００２号 208,268,588 － 208,268,588 － 4.650% 令和6年9月25日

計 208,268,588 － 208,268,588 －
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（７）引当金の明細

（単位：円）

目的使用 その他

退職給付引当金 2,676,032,062 149,388,243 181,529,139 － 2,643,891,166

賞与引当金 139,031,129 138,779,271 139,031,129 － 138,779,271

貸倒引当金（医業未収金） 13,183,239 9,580,253 3,683,993 9,499,246 9,580,253 (注１)

貸倒引当金（長期貸付金） 17,306,667 8,972,000 2,300,000 600,000 23,378,667 (注２)

計 2,845,553,097 306,719,767 326,544,261 10,099,246 2,815,629,357

（注１）　当期減少額のその他には、洗替えによる戻入額を記載しております。

（注２）　当期減少額のその他には、貸付金の回収等により不要となった額を記載しています。

摘要
当期減少額

期首残高 当期増加額区分 期末残高
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（８）資本剰余金の明細

（単位：円）

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

無償譲渡等 102,000 － － 102,000

目的積立金 2,987,823,674 － － 2,987,823,674

計 2,987,925,674 － － 2,987,925,674
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（９）運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細

①運営費負担金債務 （単位：円）

運営費負担金収益 資産見返運営費負担金 資本剰余金 小計

令和６年度 － 366,348,601 366,348,601 － － 366,348,601 － －

合計 － 366,348,601 366,348,601 － － 366,348,601 － －

②運営費負担金収益

業務等区分 令和６年度負担分 合計

期間進行基準 180,000,000 180,000,000

費用進行基準 186,348,601 186,348,601

合計 366,348,601 366,348,601

期末残高交付年度 期首残高 負担金当期負担額
当期振替額 引当金見返との

相殺額
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（１０）地方公共団体等からの財源措置の明細

①補助金等の明細 （単位：円）

建設仮勘定補助金等 資産見返補助金等 資本剰余金 長期預り補助金等 収益計上

マイナ保険証利用促進のための利用勧奨の取組に係る助成金 150,000 － － － － 150,000

電子処方箋管理サービスの導入に必要となる端末の購入等に係る補助
金

1,622,000 － － － － 1,622,000

医療扶助のオンライン資格確認の導入に必要となるレセコン改修等に係
る助成金

283,000 － － － － 283,000

臨床研修費等補助金 2,937,000 － － － － 2,937,000

福岡県食事療養提供体制確保事業支援金 1,024,000 － － － － 1,024,000

福岡県看護補助者処遇改善事業補助金 437,000 － － － － 437,000

福岡県電子処方箋導入促進費補助金 811,000 － － － － 811,000

福岡県新興感染症対応力強化事業費補助金 8,025,000 － 7,120,000 － － 905,000

福岡県医療機関等物価高騰対策支援金 7,168,000 － － － － 7,168,000

福岡県がん診療連携拠点病院等機能強化事業費補助金 3,120,000 － － － － 3,120,000

福岡県新人看護職員研修事業費補助金 179,000 － － － － 179,000

福岡県新任期看護職員研修事業費補助金 191,000 － － － － 191,000

福岡県産科医等確保支援事業費補助金 230,000 － － － － 230,000

健康づくり講座助成金 50,000 － － － － 50,000

特定求職者雇用開発助成金 2,010,000 － － － － 2,010,000

病院群輪番制補助金 2,555,000 － － － － 2,555,000

福岡県医師会二次救命処置研修認定制度交付金 60,000 － － － － 60,000

合計 30,852,000 － 7,120,000 － － 23,732,000

区分 当期交付額 摘要
左の会計処理内訳
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（１１）役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

6,000 6 28,356 1

(1,300) (2) (－) (－)

2,968,224 439 153,174 51

(286,495) (127) (2,808) (10)

2,974,224 445 181,529 52

(287,795) (129) (2,808) (10)

（注１） 支給額及び支給人員
非常勤職員については、外数として（　）内に記載しております。
また、支給人員については平均支給人員で記載しております。

（注２） 役員報酬基準及び職員給与基準の概要

市立病院非常勤職員給与規程」に基づき支給しております。
（注３） 法定福利費

上記明細には法定福利費は含めておりません。

役員報酬については、「地方独立行政法人大牟田市立病院役員報酬規程」に基づき支給しております。
職員については、「地方独立行政法人大牟田市立病院職員給与規程」及び「地方独立行政法人大牟田

合計

区分
報酬又は給与 退職手当

役員

職員
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（1２）開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を実施しているため、記載を省略しております。
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（1３）医業費用及び一般管理費の明細

（単位：円）
科　　目

医業費用                              
　　給与費                              

　　　給料                              1,552,907,486
　　　手当                              704,714,721
　　　賞与                              442,682,451
　　　賞与引当金繰入額                  131,731,104
　　　報酬                              271,411,749
　　　賃金                              4,832,095
　　　退職給付費用                      149,388,243
　　　法定福利費                        556,838,523 3,814,506,372

　　材料費                              
　　　薬品費                            1,060,570,323
　　　診療材料費                        607,215,245
　　　給食材料費                        58,650
　　　医療消耗備品費                    14,453,948 1,682,298,166

　　経費                                
　　　厚生福利費                        15,030,057
　　　報償費                            50,000
　　　旅費交通費                        310,173
　　　職員被服費                        3,249,140
　　　消耗品費                          30,506,385
　　　消耗備品費                        2,674,677
　　　光熱水費                          171,034,965
　　　燃料費                            9,491,311
　　　食糧費                            102,418
　　　印刷製本費                        2,181,290
　　　修繕費                            68,378,412
　　　保険料                            21,244,830
　　　広告料                            3,442,305
　　　賃借料                            46,715,613
　　　通信運搬費                        6,920,400
　　　委託料                            1,003,236,238
　　　諸会費                            3,762,812
　　　交際費                            304,674
　　　手数料                            6,740,923
　　　租税公課                  1,628,600
　　　医業貸倒引当金繰入額 81,007
　　　雑費                              411,947
　　　消費税及び地方消費税              300,906,737 1,698,404,914

　　減価償却費                          
　　　建物減価償却費                    314,791,101
　　　構築物減価償却額 1,779,700
　　　工具器具備品減価償却費        290,911,525
　　　車両減価償却費                    1,561,370 609,043,696

　　研究研修費                          
　　　謝金                              770,261
　　　図書費                            8,751,513
　　　旅費                              8,380,758
　　　研究雑費                          6,019,678 23,922,210

医業費用合計 7,828,175,358
.

金　　額
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科　　目
一般管理費                            
    　給与費                                      
     　　 給料                               81,451,200
      　　手当                                21,540,870
      　　賞与                                22,995,680
    　　  賞与引当金繰入額                  7,048,167
    　　  役員報酬                            7,300,000
    　　  賃金・報酬                          13,059,674
   　　   法定福利費                          28,120,200 181,515,791
   　 経費                                        
  　　    厚生福利費                          570,563
   　　   旅費交通費                          242,258
    　　  消耗品費                            318,873
    　　  消耗備品費                        28,003
    　　  光熱水費                           1,790,624
   　　   燃料費                            97,786
   　　   保険料                            30,269
   　　   広告料                            200,000
   　　   賃借料                            201,485
   　　   通信運搬費                         685,010
  　　    委託料                         6,491,413
  　　    諸会費                        171,332
  　　    手数料                        32,500 10,860,116
  　  減価償却費                                  
 　　     建物減価償却費                      2,427,815
  　　    工具器具備品減価償却費    2,224,000
   　　   無形固定資産減価償却費 1,020,000 5,671,815

一般管理費合計 198,047,722

金　　額
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（1４）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

（現金及び預金の内訳） （単位：円）

区分 期末残高 備考

現金 7,789,310

普通預金 1,377,324,444

定期預金 500,000,000

合計 1,885,113,754

（医業未収金の内訳） （単位：円）

区分 期末残高 備考

入院未収金 907,473,742

外来未収金 310,244,440

その他 12,755,498

合計 1,230,473,680

（未払金の内訳） （単位：円）

区分 期末残高 備考

給与費 275,211,553

材料費 171,720,582

固定資産購入費 47,590,400

経費その他 207,465,844

合計 701,988,379
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自 令和６年４月 １日 

至 令和７年３月３１日 
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【地方独立行政法人大牟田市立病院】 （単位：円）

差　　額
（決算額－当初予算額）

収入

営業収益 8,369,677,000 7,638,290,586 ▲ 731,386,414

医業収益 7,997,023,000 7,250,010,788 ▲ 747,012,212 延べ入院患者数の減によるもの

運営費負担金 361,054,000 362,707,498 1,653,498
医師等の派遣受入れに要する経費が追加されたこ
とによるもの

その他営業収益 11,600,000 25,572,300 13,972,300
福岡県新興感染症対応力強化事業関連補助金等
によるもの

営業外収益 44,980,000 62,401,934 17,421,934

運営費負担金 4,256,000 3,641,103 ▲ 614,897
Ｒ5借入金に係る金利が予算作成時の想定より低
かったことによるもの

その他営業外収益 40,724,000 58,760,831 18,036,831 治験収入等の増によるもの

臨時利益 － 611,000 611,000

資本収入 195,000,000 45,420,000 ▲ 149,580,000

運営費負担金 － － －

長期借入金 195,000,000 37,900,000 ▲ 157,100,000 高額医療機器に係る起債の年度変更によるもの

その他資本収入 － 7,520,000 7,520,000
福岡県新興感染症対応力強化事業関連補助金等
によるもの

その他の収入 － － －

計 8,609,657,000 7,746,723,520 ▲ 862,933,480

支出

営業費用 7,671,265,000 7,430,653,003 ▲ 240,611,997

医業費用 7,474,799,000 7,237,117,157 ▲ 237,681,843

給与費 3,835,022,000 3,817,271,178 ▲ 17,750,822 法定福利費負担率の減によるもの

材料費 2,061,126,000 1,850,425,044 ▲ 210,700,956 高額薬品（抗がん剤等）の使用減によるもの

経費 1,549,116,000 1,543,732,093 ▲ 5,383,907 臨床検査委託費の減によるもの

研究研修費 29,535,000 25,688,842 ▲ 3,846,158

一般管理費 196,466,000 193,535,846 ▲ 2,930,154

給与費 184,694,000 181,652,290 ▲ 3,041,710

経費 11,772,000 11,883,556 111,556

営業外費用 9,053,000 6,651,078 ▲ 2,401,922

臨時損失 － 1,207,106 1,207,106

資本支出 774,427,000 601,051,982 ▲ 173,375,018

建設改良費 375,800,000 202,018,718 ▲ 173,781,282 高額医療機器に係る購入の年度変更によるもの

償還金 391,267,000 392,483,484 1,216,484

その他資本支出 7,360,000 6,549,780 ▲ 810,220

その他の支出 － － －

計 8,454,745,000 8,039,563,169 ▲ 415,181,831

154,912,000 ▲ 292,839,649 ▲ 447,751,649

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分等の相違の概要は、以下のとおりであります。

（１）損益計算書において計上されている現金収入を伴わない収益及び現金支出を伴わない費用は含んでおりません。

（２）決算額には、医業費用の経費に消費税及び地方消費税が含まれております。

（３）上記数値は消費税等込みの金額を記載しております。

単年度資金収支（収入－支出）

令 和 6 年 度 決 算 報 告 書

備　　　考区　　　分 当初予算額 決算額
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自 令和 ６年 ４月 １日 

至 令和 ７年 ３月３１日 
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１ 理事長によるメッセージ 

地方独立行政法人大牟田市立病院は、救急告示病院をはじめ、地域医療支援病院、

地域がん診療連携拠点病院及び災害拠点病院などの各種指定を受けており、地域に

おける中核的な病院として、高度急性期及び急性期医療を提供するという重要な役

割を担っています。 

地方独立行政法人化後１５年目となる令和６年度については、第４期中期計画期

間（令和４年度から令和７年度まで）の３年目として、中期計画の達成に向けて、

年度計画に基づき各部門が行動計画を作成し、業務に取り組みました。 

 病院の運営状況としては、コロナ禍で減少した入院患者数も徐々に回復傾向にあ

り、新入院患者数は６,９８３人となりました。 当院の役割の一つに、２４時間３

６５日の救急医療の提供がありますが、「断らない医療の実践」をスローガンに取り

組んだ結果、救急車搬送受入患者数は年間で２,１９６件に上り、ここ５年間で最も

多い件数となりました。 高度専門医療の提供においては、手術件数が２，７９７件、

うち全身麻酔件数は１，３８９件となったほか、令和６年５月に導入した手術支援

ロボットを使用した手術の累計件数は１２９件になり、症例数も順調に増加してい

ます。 引き続き、患者さんの体に負担や影響が少ない高度な治療に積極的に取り組

んでいきたいと思います。また、新たに夜間１００対１急性期看護補助体制加算や

外科の胃の領域におけるロボット支援腹腔鏡下手術に係る施設基準の取得等により、

入院単価が６３，１２１円と前年度実績を上回ったほか、重症度、医療・看護必要

度の評価基準の変更に対応するために適切なベッドコントロールの運用に取り組み

ました。そのほか、地域の開業医から相談を受けるためのドクターラインに加えて、

介護施設等との直通電話であるサポートラインの開設や救急隊との連携により救急

車の受入れ等の断らない医療に努めております。 

経営面においては、新入院患者数は増加したものの、診療報酬の改定に伴い、看

護必要度の基準が厳格化されたこと等を背景に、平均在院日数が短縮され、延べ入

院患者数は前年度と比べて４，６６４人減少したことや、病院建物に係る借入金の

完済に伴って運営費負担金の繰入が減少したこと等によって収入が減少した一方、

病院でコントロールすることが難しい物価や最低賃金の上昇等の影響を受けて費用

が増加しました。そのため、経常収支比率は９５．４パーセントと、単年度の収支

で独法化後初の当期純損失を計上しており、収支の改善が大きな課題となっていま

す。 地域の人口減少やコロナ後の患者の受療行動の変化、物価上昇に対応している

とは言い難い診療報酬改定、年を追うごとに一層厳しさが増している人材確保など、

病院運営を取り巻く環境が厳しさを増すなか、新入院患者数を確保し効率的な病床

管理を行いながら病床稼働率の向上を図ることが重要になると考えています。 

当院は、引き続き、時代の要請に機敏に対応し、医療体制を変革・整備しながら、

有明医療圏の急性期中核病院として、高度で良質な医療を提供し、安心・安全で住

みやすい街づくりに貢献することができる病院を目指して参ります。 
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２ 法人の目的、業務内容 

 

① 法人の目的 

 地方独立行政法人法に基づき、地域の医療機関及び市と連携して良質で高度

な医療を提供することにより、もって住民の健康の保持及び増進に寄与するこ

とを目的としています。（定款第１条） 

 

② 業務内容（定款第１７条） 

(１) 医療を提供すること。  

(２) 医療に関する調査及び研究を行うこと。  

(３) 医療に関する従事者の研修を行うこと。  

(４) 医療に関する地域への支援を行うこと。  

(５) 人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること。  

(６) 災害時における医療救護を行うこと。  

(７) 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 法人の位置づけ及び役割 

地方独立行政法人大牟田市立病院は、医療を取り巻く環境の変化に迅速かつ的確

に対応するとともに、地域の医療機関及び市と連携して良質で高度な医療を提供す

ることにより、住民の健康の保持及び増進に寄与することを目的として設立された

ところです。 

  今後も地域において必要な質の高い医療を継続して提供していくために、機動性、

柔軟性、効率性を発揮し、公共性及び経済性を両立させ得る健全経営を維持し、併

せて、医療スタッフの育成を図るとともに、地域医療を支援し、地域の中核病院と

して住民及び地域の医療機関から愛され信頼される病院となることが、役割として

求められています。 

 

４ 中期目標（令和４年４月１日～令和８年３月３１日） 

現在の医療を取り巻く環境を見ると、世界規模での感染症の拡大や、全国的な自

然災害の増加等により、不測の事態にも対応できる診療体制の整備が求められる一

方、国が示す地域医療構想の実現・医師偏在対策・医師の働き方改革の一体的な推

進など、医療提供体制における変革の時期を迎えています。  

このような医療を取り巻く環境の変化に対応しながら、引き続き「福岡県地域医

療構想」を踏まえた医療機能の充実や、「地域包括ケアシステム」の構築に向けた地

域医療連携の推進及び小児医療・救急医療等の政策医療や災害時における医療の提

供など、公的医療機関として求められる役割を果たしていくことを期待されていま

す。 

また、人口減少や少子高齢化に伴う医療需要の変化と併せて、新型コロナウイル

ス感染症拡大の影響から患者の受療行動が変化したことにより、将来にわたって病

院経営を取り巻く環境が厳しさを増すことが予測されることから、引き続き公的な
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役割を果たせるよう、地方独立行政法人としての自主性・自律性をいかした効率的・

効果的な業務運営を行い、経営基盤の強化を図るとともに、地域の中核病院として

良質で高度な医療を提供することによって、住民の健康の保持及び増進に寄与する

ことを求められています。 

 

５ 理事長の基本理念や運営上の方針・戦略等 

 

① 法人の基本理念 

 良質で高度な医療を提供し、住民に愛される病院を目指す。 

 

② 行動指針 

○安心・安全な医療の提供と断らない医療の提供に努める。 

○公的中核病院として急性期医療を提供する。 

○高度で専門的な医療を実践する。 

○地域包括ケアシステムを踏まえた地域連携の推進に努める。 

○次世代の医療人の育成や医学・医療技術の研修・研さんに努める。 

○持続可能な経営基盤の確立に努める。 

 

６ 中期計画及び年度計画 

中期目標を達成するための中期計画と当該計画に基づく年度計画を作成してい

ます。中期計画と当事業年度に係る年度計画との関係は以下のとおりです。 

詳細につきましては、第４期中期計画及び令和６年度年度計画をご覧ください。 

 

第４期中期計画 令和６年度年度計画 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達 

成するためにとるべき措置 

１ 良質で高度な医療の提供 １ 良質で高度な医療の提供 

(1) 患者本位の医療の実践（重点） 

① インフォームド・コンセント（説 

明と同意）の徹底 

② 患者･家族の意思を尊重した医療 

の提供 

③ チーム医療の推進 

④ 接遇の向上 

(2) 安心安全な医療の提供 

① 医療安全対策の充実 

② 院内感染対策の充実 

(3) 高度で専門的な医療の実践 

(4) 快適な医療環境の提供 

(1) 患者本位の医療の実践（重点） 

 ① インフォームド・コンセント（説 

明と同意）の徹底 

 ② 患者･家族の意思を尊重した医療の

提供 

  ③ チーム医療の推進 

 ④ 接遇の向上 

(2) 安心安全な医療の提供 

① 医療安全対策の充実 

② 院内感染対策の充実 

(3) 高度で専門的な医療の実践 

(4) 快適な医療環境の提供 
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(5) 保健医療情報等の提供  

(6) 法令の遵守と公平性・透明性の確保 

(5) 保健医療情報等の提供 

(6) 法令遵守と公平性・透明性の確保 

２ 診療機能を充実する取組 ２ 診療機能を充実する取組 

(1) がん診療の取組（重点） 

(2) 救急医療の取組 

(3) 母子医療の取組 

(4) 災害等への対応 

(5) 感染症への対応 

(1) がん診療の取組（重点） 

(2) 救急医療の取組 

(3) 母子医療の取組 

(4) 災害等への対応 

(5) 感染症への対応 

 

３ 地域医療連携の取組 ３ 地域医療連携の取組 

(1) 地域医療構想における役割の発揮 

(2) 地域包括ケアシステムを踏まえた 

取組 

(1) 地域医療構想における役割の発揮 

(2) 地域包括ケアシステムを踏まえた 

取組 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 人材の確保と育成 １ 人材の確保と育成 

(1) 病院スタッフの確保（重点） 

① 医師の確保 

② 多種多様な専門職等の確保 

(2) 研修及び人材育成の充実 

① 教育・研修制度の充実 

② 教育・研修の場の提供 

③ 事務職員の専門性の向上 

(1) 病院スタッフの確保（重点） 

① 医師の確保 

② 多種多様な専門職等の確保 

(2) 研修及び人材育成の充実 

① 教育・研修制度の充実 

② 教育・研修の場の提供 

③ 事務職員の専門性の向上 

２ 収益の確保と費用の節減 ２ 収益の確保と費用の節減 

(1) 収益の確保 

(2) 費用の節減 

(1) 収益の確保 

(2) 費用の節減 

３ 経営管理機能の充実 ３ 経営管理機能の充実 

(1) 経営マネジメントの強化 

(2) 継続的な業務改善の実施 

① 柔軟な人員配置及び人事給与制度

の見直し 

② 病院機能の充実 

(1) 経営マネジメントの強化 

(2) 継続的な業務改善の実施 

① 柔軟な人員配置及び人事給与制度

の見直し 

② 病院機能の充実 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

１ 経営基盤の強化 １ 経営基盤の強化 

(1) 健全経営の維持及び継続 

(2) 設備投資に向けた財源の確保 

(1) 健全経営の維持及び継続 

 

第４ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 １ 予算 

２ 収支計画 ２ 収支計画 

３ 資金計画 ３ 資金計画 
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第５ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 １，０００百万円 １ 限度額 １，０００百万円 

２ 想定される短期借入金の発生理由  

第６ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財

産の処分に関する計画 

第７ 第６に定める財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするとき

の計画 

第８ 剰余金の使途 

第９ その他 

１ 施設及び設備に関する計画 １ 施設及び設備に関する計画 

２ 法第４０条第４項の規定により業務 

の財源に充てることができる積立金の

処分に関する計画 

 

３ その他法人の業務運営に関する特に

重要な事項 

２ その他法人の業務運営に関する特に

重要な事項 

(1) 市の施策への協力 (1) 市の施策への協力 

 

７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

 

① ガバナンスの状況 

 地方独立行政法人大牟田市立病院は、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ

業務を行い、地方独立行政法人大牟田市立病院定款第１条の目的を有効かつ効率

的に果たすため、内部統制に係る基本方針を定めています。 

また、役員（監事を除く)における職務の執行が法、他の法令、大牟田市の条

例もしくは規則又は定款に適合することを確保するための体制その他業務の適

正を確保するための体制を内部統制に関する基本方針として業務方法書に定め

ております。 

詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 
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② 役員の状況 

役職名 氏  名 任 期 備 考 

理事長 鳥村 拓司 
令和４年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
院長 

副理事長 坂田 研二 
令和４年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
副院長 

理事 倉本 晃一 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
副院長 

理事 村上 義比古 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 
副院長 

理事 城戸 智規 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 

副院長兼事

務局長 

理事 森﨑 ルミ子 
令和６年４月１日～ 

令和８年３月３１日 

副院長兼看

護部長 

監事 岡田 武志 
令和４年９月１日～ 

令和７事業年度の財務諸表承認日 
弁護士 

監事 吉田 和之 
令和４年９月１日～ 

令和７事業年度の財務諸表承認日 
公認会計士 

 

③ 職員の状況 

常勤職員は令和７年３月３１日現在４５３人（前期比４人減）であり、平均年

齢は３９．４５歳（前期末３８.７８歳）となっています。 

 

④ 重要な施設等の整備等の状況 

当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 なし 

当事業年度において建替整備中の主要施設等  なし 

当事業年度中に処分した主要施設等      なし 

 

 ⑤ 純資産の状況 

（単位：百万円） 

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

設立団体出資金 100 - - 100 

資本剰余金 2,988 - - 2,988 

利益剰余金 2,696 - 370 2,326 

純資産合計 5,784 - 370 5,414 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない 

ものがあります。 
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 ⑥ 財源の状況 

（単位：百万円） 

区  分 金   額 構成比率（％） 

収入   

 営業収益 7,638 98.6％ 

 営業外収益 62 0.8％ 

臨時利益 1 0.01％ 

 資本収入 45 0.6％ 

合計 7,747 100％ 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがあります。 

 

８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

 

 ① リスク管理の状況 

地方独立行政法人大牟田市立病院では、平成 30 年度に定めた「内部統制に係

る基本方針」に基づき法人運営の障害となるリスクの顕在化の防止又はリスクが

顕在化した場合の損失の最小化を図るリスク管理に取り組んでいます。 

リスク管理体制として、部門ごとのリスク管理を統括する管理体制を定めて内

部統制担当役員（副理事長）によって法人のリスク管理を統括しています。また、

リスク管理の検討・審議をするためリスク管理委員会を設置し、内部統制推進部

門である経営企画課においてその事務に当たっています。その他、内部監査部門

による内部監査の実施及び外部通報・内部通報制度の活用等内部統制システムの

確立及びリスク管理を進めています。 

 

② 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

地方独立行政法人大牟田市立病院は、住民に医療の提供及び予防医療の提供等

の直接サービスを提供すること及び医療に関する調査及び研究並びに技術者の

研修等の業務を行うことにより法人の目的（定款第１条）を達成します。このた

め、地方独立行政法人大牟田市立病院におけるリスクは、この法人の目的を阻害

する要因である①業務の有効性及び効率性に関するリスク、②事業活動に関わる

法令等の遵守に関するリスク、③資産の保全に関するリスク、④財務報告等の信

頼性に関するリスクと定めています。 

これらのリスクを管理するため、リスク管理に関する要綱により、①役職員等

の責務、②リスク管理体制、③リスク発生原因の分析及び評価について定めて運

用しています。 
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９ 業務の適正な評価の前提情報  

地方独立行政法人大牟田市立病院は、地域における中核的な病院として、高度急

性期及び急性期医療を提供するという重要な役割を担っています。救急、周産期及

び小児医療については、民間では体制の整備、人材確保、又は不採算とされること

からアプローチが困難な分野についても、患者・家族が安心して治療、療養が出来

るよう地域に貢献しています。 

また、新興感染症の発生及びまん延への備えについては、福岡県の医療措置協定

に基づき最大１５床の病床確保及び発熱外来の実施等の対応に協力します。 

 

10 業績の成果と使用した資源との対比  

 

 ① 令和６年度の業務実績とその自己評価 

各業務の具体的な取り組み結果と行政コストとの関係の概要については、次の

とおりです。詳細につきましては、業務実績報告書をご覧ください。 

（単位：百万円） 

項  目 評定（注） 行政コスト 

第１ 住民に対して提供するサービスその他の

業務の質の向上に関する目標を達成するた

めにとるべき措置 
Ａ 

8,081 

１ 良質で高度な医療の提供 

２ 診療機能を充実する取組 

３ 地域医療連携の取組 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標

を達成するためにとるべき措置 

Ａ １ 人材の確保と育成 

２ 収益の確保と費用の節減 

３ 経営管理機能の充実 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成する

ためにとるべき措置 Ｂ 

１ 経営基盤の強化 

合  計 8,081 

（注） 評定については、小項目評価に係る自己評価の結果を大牟田市が定める下記大項目評価 

区分に置き換えて記載しています。 

Ｓ：中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

Ａ：中期目標・中期計画の達成に向けて計画どおり進んでいる。 

Ｂ：中期目標・中期計画の達成に向けておおむね計画どおり進んでいる。 

Ｃ：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている。 

Ｄ：中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある。 
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 ② 大牟田市長による過年度の大項目評価の状況 

項  目 

評  価 

令和２ 

年 度 

令和３

年 度 

令和４

年 度 

令和５

年 度 

第１ 住民に対して提供するサービスその  

  他の業務の質の向上に関する目標を達 

成するためにとるべき措置 

Ｂ Ａ Ａ Ａ 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する

目標を達成するためにとるべき措置 
Ａ Ａ Ａ Ａ 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成

するためにとるべき措置 
Ｂ Ａ Ａ Ａ 

 

11 予算と決算の対比 

（単位 百万円） 

区  分 予算額 決算額 差 額 

収入    

営業収益 8,370 7,638 △731 

医業収益 7,997 7,250 △747 

運営費負担金 361 363 2 

その他営業収益 12 26 14 

営業外収益 45 62 17 

運営費負担金 4 4 △1 

その他営業外収益 41 59 18 

臨時利益 - 1 1 

資本収入 195 45 △150 

運営費負担金 - - - 

長期借入金 195 38 △157 

その他資本収入 - 8 8 

その他の収入 - - - 

 計 8,610 7,747 △863 

支出    

営業費用 7,671 7,431 △241 

医業費用 7,475 7,237 △238 

一般管理費 196 194 △3 

営業外費用 9 7 △2 

臨時損失 - 1 1 

資本支出 774 601 △173 

建設改良費 376 202 △174 

償還金 391 392 1 
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その他資本支出 7 7 △1 

その他の支出 - - - 

 計 8,455 8,040 △415 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあ 

ります。 

 

12 要約した財務諸表 

① 貸借対照表                         （百万円） 

資産の部 金額 負債純資産の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

 無形固定資産 

 投資その他資産 

流動資産 

 現金及び預金 

 医業未収金 

未収入金 

 その他 

6,605 

4,899 

4 

1,702 

3,140 

1,885 

1,221 

27 

8 

固定負債 

 資産見返負債 

 長期寄付金債務 

長期借入金 

 引当金 

 その他 

流動負債 

 一年以内返済予定長期借入金 

未払金及び未払費用 

 引当金 

 その他 

3,271 

299 

10 

314 

2,644 

5 

1,060 

168 

704 

139 

49 

負債合計 4,331 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

100 

2,988 

2,326 

純資産合計 5,414 

資産合計 9,745 負債純資産合計 9,745 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあ 

ります。 

 

② 損益計算書      （百万円） 

科 目 金 額 

営業収益 

営業費用 

7,646 

8,026 
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営業外収益 

営業外費用 

58 

53 

 経常利益 △375 

臨時利益 

臨時損失 

6 

1 

 当期純利益 △370 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあ 

ります。 

 

③ 純資産変動計算書                      （百万円） 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高(A) 100 2,988 2,696 5,784 

当期変動額(B)     

 当期純利益 - - △370 △370 

当期末残高(A+B) 100 2,988 2,326 5,414 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあ 

ります。 

 

④ キャッシュ・フロー計算書         （百万円） 

科 目 金 額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー 496 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △714 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △357 

Ⅳ 資金増加額 △575 

Ⅴ 資金期首残高 1,960 

Ⅵ 資金期末残高 1,385 

（注） 計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないものがあ 

ります。 
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⑤ 行政コスト計算書              （百万円） 

科 目 金 額 

Ⅰ 損益計算書上の費用 8,081 

Ⅱ 行政コスト 8,081 

 

13 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

 

主な財務データの前年度比較及び分析              （百万円） 

区 分 令和５年度 令和６年度 増 減 

当 期 総 利 益 173 △370 △543 

資 産 10,369 9,745 △624 

負 債 4,585 4,331 △254 

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,061 496 △565 

投資活動によるキャッシュ・フロー △405 △714 △309 

財務活動によるキャッシュ・フロー △530 △357 173 

 

（当期総利益） 

前年度より５４３百万円の減となったが、主な要因としては、医業収支が１

５９百万円の減となり、病院建物に係る償還が９月に終了したことに伴い元金

及び利息分に対する運営費負担金収益が２５４百万円の減となったことによ

るもの。 

 

（資産） 

前年度より６２４百万円の減となったが、主な要因としては、有形固定資産

が４３０百万円の減、医業未収金の減により、流動資産が１７５百万円の減と

なったことによるもの。 
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（負債） 

前年度より２５４百万円の減となったが、主な要因としては、一年以内返済

予定移行前地方債償還債務が２０８百万円の減となったほか、長期借入金（一

年以内返済予定を含む）が１４６百万円の減となったことによるもの。 

 

（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

前年度より５６５百万円の減となったが、主な要因としては、支出では材料

の購入による支出が１３５百万円の減、人件費支出が３５百万円の減となった

一方で、収入では補助金等収入が２９４百万円の減、運営費負担金収入が２７

４百万円の減となったことによるもの。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

前年度より３０９百万円の増となったが、主な要因としては、有形固定資産

の取得による支出が１８７百万円の減、定期預金の払戻による収入が１，００

０百万円の増となった一方で、定期預金の預入による支出が１，５００百万円

の増、となったことによるもの。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

前年度より１７３百万円の減となったが、主な要因としては移行前地方債償

還債務の償還が４０３百万円の減、長期借入による収入が２６６百万円の減と

なったことによるもの。 

 

14 内部統制の運用に関する情報 

 

 ① 内部統制の運用 

  地方独立行政法人大牟田市立病院は、役員職員（監事を除く。）の職務執行が、

法律及びこれに基づく命令（告示、通知等を含む。）並びに法人における各種規

程（細則、要綱、要領を含む。）に適合することを確保するための体制、その他

業務の適正を確保するための体制の整備等を目的として、内部統制委員会及びリ

スク管理委員会を整備し、内部統制システムの充実・強化を進めております。 

  また、「地方独立行政法人大牟田市立病院内部通報に関する細則」及び「地方独

立行政法人大牟田市立病院外部通報に関する細則」に基づき、通報制度を整備し、

通報者の保護を図るとともに、通報の受付・調査等必要な対応を実施することに

より、通報制度を適切に運用しています。 

 

 ② 監事監査 

  監事は、地方独立行政法人の業務及び会計に関する監査を行います。監査結果

報告書を理事長に通知し、監査の結果、改善を要する事項があると認めるときは

報告書に意見を付すことができます。 

  業務監査において、業務が法令及び法人の運営方針に基づき適切に実施されて
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いるかを書面及び実地にて監査します。また、会計監査において、会計業務が法

令及び諸規程に基づき、会計基準に準拠して適正に遂行されているか、及び財産

の管理が適正に行われているかを監査します。 

  令和６年度においては、業務監査及び会計監査を計６回実施し、中期計画及び

年度計画の実施状況、組織及び制度全般の運営状況、並びに財務諸表、決算報告

書の適否等について確認しております。 

  

 

15 法人の基本情報 

 

① 法 人 名      地方独立行政法人大牟田市立病院 

 

② 本部の所在地     大牟田市宝坂町２丁目１９番地１ 

 

③ 沿革 

平成２２年４月 地方独立行政法人大牟田市立病院へ移行 

平成２２年４月 第１期中期計画期間の開始 

平成２４年７月 福岡県知事より地域医療支援病院の承認を受ける 

平成２６年３月 （ 財 ） 日 本 医 療 機 能 評 価 機 構 の 病 院 機 能 評 価 認 定 更 新

（3rdG:Ver.1.0） 

平成２６年４月 第２期中期計画期間の開始 

平成２７年５月 内視鏡センター開設 

平成２７年６月 管理棟（西増築棟）増築工事完了 

平成２８年３月 救急外来の拡張整備工事完了 

平成２９年６月 平成２９年度自治体立優良病院両協議会会長表彰を受賞 

平成３０年４月 第３期中期計画期間の開始 

平成３０年６月 平成３０年度自治体立優良病院総務大臣表彰を受賞 

平成３０年１１月 平成３０年度全国公立病院連盟会員優良病院表彰を受賞 

平成３１年２月 （ 財 ） 日 本 医 療 機 能 評 価 機 構 の 病 院 機 能 評 価 認 定 更 新

（3rdG:Ver.2.0） 

令和２年４月 許可病床数を３５０床から３２０床に減床 

令和４年４月 第４期中期計画期間の開始 

令和６年２月 （ 財 ） 日 本 医 療 機 能 評 価 機 構 の 病 院 機 能 評 価 認 定 更 新

（3rdG:Ver.3.0） 

 

④ 設立根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号） 
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⑤ 組織図 

 

 

 

 

⑥ 資本金   １００，０００,０００円（大牟田市が全額出資） 
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⑦ 設置・運営する病院  別表のとおり 

（別表） 

病院名 大牟田市立病院 

主な役割及び機

能 

○急性期医療を担う地域における中核病院 

○救急告示病院 

○地域医療支援病院 

〇紹介受診重点医療機関 

○地域がん診療連携拠点病院 

○臨床研修指定病院 

○災害拠点病院 

○日本医療機能評価機構認定病院 

開設年月日 
昭和２５年８月２１日 

（地方独立行政法人設立：平成２２年４月１日） 

許可病床数 ３２０床 

診療科目 

内科、消化器内科、内視鏡内科、腫瘍内科、血液内科、内分泌・

代謝内科、循環器内科、腎臓内科、外科、消化器外科、腫瘍外

科、呼吸器外科、血管外科、整形外科、形成外科、脳神経外科、

脳・血管内科、麻酔科、精神科、小児科、皮膚科、泌尿器科、

産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線

診断科、放射線治療科、病理診断科、救急科 

敷地面積 30,183.66 ㎡ 

建物規模 

病棟、診療棟、管理部門     鉄筋コンクリート ７階建 

建築面積   9,148.10 ㎡ 

延床面積   28,070.14 ㎡ 

医師住宅（原山町）１２戸   鉄筋コンクリート ３階建 
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監 査 報 告 書 
 

 

 

 

 

 

自 令和６年４月 １日 

至 令和７年３月３１日 
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人事課
長方形


